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伝統産業新規展開促進事業費補助金（設備投資）交付要領 

 

 

（目的）  

第１条 知事は、長引くコロナ禍の苦境を乗り越え、積極的に新たな事業展開や生産工程の集約化

等を図ろうとする伝統産業事業者や産地組合等が行う新たな設備投資を支援するため、本事業に

取り組む者に対し、その経費の一部を支援するものとし、補助金等の交付に関する規則（昭和35

年京都府規則第23号。以下「規則」という。）及び本交付要領の定めるところにより、予算の範

囲内において補助金を交付する。 

 

（定義）  

第２条  この要領において掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。  

(1) 産地組合等 京都府伝統と文化のものづくり産業振興条例（平成17年京都府条例第42号。以

下「条例」という。）第９条第１項の規定により指定された京もの指定工芸品又は第10条第１

項の規定により指定された京もの技術活用品（以下「伝統工芸品」という。）の製造事業者や

卸売事業者を構成員とする事業協同組合、協同組合連合会、商工組合又は商工組合連合会であ

って、主たる事務所を府内に有するものをいう。 

 (2) 伝統産業事業者 伝統工芸品の製造事業者又は卸売事業者で、かつ中小企業基本法（昭和

38年法律第154号）第２条第１項各号に規定する中小企業者をいう。 

 (3) 生産設備等 生産の用に供する設備その他関連する設備をいう。 

(4) 新設 既存の生産設備等を維持した上で、これまで未導入の生産設備等を新たに導入する

ことをいう。 

(5) 増設 既存の生産設備等を維持した上で、導入済の生産設備等と同等程度又は上位の機能

を有した生産設備等を新たに導入することをいう。 

(6) 設備投資 新設又は増設をいう。 

(7) 内製化  以下のいずれかをいう。 

(ｱ) 自らの事業活動に必要な業務について、これまで外注していたものを自らの要員及び設

備を使って実施すること 

(ｲ) 製造工程の前工程や後工程など他の事業者が行っていた関連工程について、新たに自ら

の要員及び設備を使って実施すること 

(8) 集約化 組織再編（合併、事業譲渡、事業承継等）又はこれに類する行為により、同業他

社の業務の全部又は一部を引き継いだ上で、新たに自らの要員及び設備を使って実施するこ

とをいう。 

 

（補助対象者）  

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 産地組合等 

 (2) 産地組合等の組合員である伝統産業事業者 

 (3) 産地組合等から推薦を受けた伝統産業事業者（前号に該当する者を除く。） 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号の一に該当する者は本事業の対象としない。  

(1) 国や地方公共団体等による補助金等において不正経理や不正受給を行ったことがある場合及

び京都府税の滞納がある場合  

 (2) 役員等(個人である場合はその者を、法人である場合はその役員又は事業所の代表をいう。

以下同じ。)が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号。以下

「暴力団対策法」という。)第２条第６号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」という。)で

あると認められるとき  
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(3) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)又は暴力団員が

経営に実質的に関与していると認められたとき  

(4) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的 

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき  

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき  

(6) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき  

(7) 資材若しくは原材料の購入契約又はその他の契約にあたり、その相手方が第２号から第６号

までに掲げる要件のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認めら

れるとき  

(8) 第２号から第６号までに掲げる要件のいずれかに該当する者を資材若しくは原材料の購入契

約又はその他の契約の相手方とした場合（前号に該当する場合を除く。)に、京都府が当該契

約の解除を求めたにも関わらず、これに従わなかったとき  

 

（補助対象事業）  

第４条 補助対象事業は、補助対象者が行う次の各号のいずれかに掲げる事業に係る設備投資と

し、各用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (1) 新分野展開 伝統産業事業者が主たる業種（売上高構成比率の最も高い事業が属する、総務

省が定める日本標準産業分類に基づく大分類の産業をいう。以下同じ。）又は主たる事業（売

上高構成比率の最も高い事業が属する、総務省が定める日本標準産業分類に基づく中分類、小

分類又は細分類の産業をいう。以下同じ。）を変更することなく、新たな製品を製造し又は新

たな商品若しくはサービスを提供することにより、新たな市場に進出することをいい、次のい

ずれかに該当する場合をいう。 

  (ｱ) 事業を行う伝統産業事業者にとって、事業により製造する製品又は提供する商品若しくは

サービスが、新規性を有するものであること。 

(ｲ) 事業を行う伝統産業事業者にとって、事業により製造する製品又は提供する商品若しくは

サービスの属する市場が、新規性を有するものであること。 

 (2) 事業再編 内製化又は集約化を行うことをいう。 

(3) 前２号に関連する事業として、その他知事が適当と認める事業 

２ 生産設備等を構成する部品以外の部品（ストック用消耗品や各種道具類）その他の消耗品の購

入は対象としない。 

 

（補助率、補助限度額） 

第５条 補助率は４分の３以内、補助上限額は15,000千円、補助下限額は750千円とする。 

２ 補助下限額については、次の各号のいずれかに該当する場合は適用しない。 

 (1) 第９条の規定による交付の決定後、新型コロナウイルス感染症の影響による事業の中止、変

更など、やむを得ない事情によるものと認められる場合 

  (2) 前号に該当する場合を除き、第13条の規定による額の確定時において、府の調査の結果、交

付すべき補助金の額が減少する場合 

 

（補助対象期間）  

第６条 補助金の交付の対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は、第９条に規定する

補助金の交付の決定を行った日（以下「交付決定日」という。）から令和５年２月28日までとす

る。ただし、事業遂行上やむを得ない理由があると知事が認める場合は、交付決定日より前の日

（この要領の施行日以降に限る。）を対象期間の起算日とすることができる。  
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（補助対象経費）  

第７条 補助金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、別表１に掲げる経費の

うち、補助対象期間内に契約、発注を行い、支払を完了し、帳簿、証憑等によりその事実を確認

できる経費とする。 

 

（交付の申請等）  

第８条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は第１号様式に別表２

の資料を添付して、別途指定の期日までに提出しなければならない。  

２ 申請者は、第６条ただし書に規定する場合で、起算日から交付決定日までに発生する経費を申

請する場合には、前項の交付申請書に第２号様式による指令前着手届を添えて、知事に提出する

ものとする。  

３ 申請者は、伝統産業生産基盤支援事業費補助金と重複して、交付の申請をすることはできな

い。 

 

（交付の決定）  

第９条 知事は、前条の交付申請書等の提出があり、内容を審査し補助金の交付が適当と認めると

きは、速やかに補助金の交付の決定を行うものとする。なお、知事は、必要があるときは、補助

金の交付の申請にかかる事項につき修正を加え、又は条件を付して補助金の交付の決定を行うこ

とができる。  

２ 知事は、補助金の交付又は不交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容を申請者に通

知するものとする。 

  

（事業計画の変更等の申請等）  

第10条  補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、第８条の規定により

提出した交付申請書等について、次の各号のいずれかに該当する変更をしようとする場合は、予

め変更承認申請書（第３号様式）に別表３の資料を添付して知事に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

  (1) 補助対象経費の20パーセントを超える増減 

 (2) 事業内容の変更 

２ 補助事業者は、本事業を中止しようとするときは、第４号様式による中止承認申請書を知事に

提出し、その承認を受けなければならない。  

 

（事業計画の変更等の承認等）  

第11条  知事は、補助事業者から前条の申請を受理した場合は、内容を審査し、承認又は不承認及

び補助金の変更交付の決定を行い、補助事業者に通知するものとする。  

 

（実績報告）  

第12条  補助事業者は、本事業が完了したとき（事業の中止の承認を受けたときを含む。）は、事

業完了日から20日を経過した日又は令和５年３月１日のいずれか早い日までに、第５号様式によ

る実績報告書に別表４の資料を添付して知事に提出しなければならない。  

 

（額の確定等）  

第13条 知事は、前条の規定により実績報告を受けたときは、必要に応じて現地調査等を行い、そ

の報告にかかる本事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに附した条件に適合するもの

であるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業

者に通知するものとする。 
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２ 前項に規定する補助金の額は、千円単位とし、端数は切り捨てるものとする。  

 

（交付決定の取消等）  

第14条  知事は、補助事業者が次の各号に掲げるものに該当する場合は、補助金の交付決定の全部

又は一部を取消し、若しくは変更することができるものとする。  

(1) 第10条第２項の規定による中止承認申請書を第11条の規定により承認したとき  

(2) 本要領、交付決定の内容又はこれに附した条件に違反したとき  

(3) 交付申請書、その他の関係書類に虚偽の記載をし、又は、不正な行為があったとき  

(4) 法令違反など社会通念上不適切な行為と知事が認めたとき  

(5) 破産、民事再生、会社整理、特別清算又は会社更生等の申立ての事実が生じたとき  

(6) 被災等により補助事業の遂行ができないと知事が認めたとき 

２ 前項の規定は、補助金の額を確定した後においても適用するものとする。  

３ 知事は、第１項の規定による取消等の決定を行った場合には、補助事業者に通知するものとす

る。  

 

（補助金等の返還） 

第15条 知事は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等のその取消にかか

る部分に関し、すでに補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるもの

とする。 

２ 知事は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、すでにその額をこ

える補助金等が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 

 (加算金及び延滞金) 

第16条 補助事業者は、第15条第１項の規定による処分に関し、補助金等の返還を命じられたとき

は、その命令に係る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、その補助金等の額(そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額)につき年10.95パ

ーセントの割合で計算した加算金を府に納付しなければならない。 

２ 補助金等が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、返還

を命じられた額に相当する補助金等は、最後の受領の日に受領したものとし、その返還を命じら

れた額がその日に受領した額を超えるときは、その返還を命じられた額に達するまでに順次遡り

それぞれの受領の日において受領したものとする。 

３ 第１項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納付した金

額が返還を命じられた補助金等の額に達するまでは、その納付金額は、まずその返還を命じられ

た補助金等の額に充てられたものとする。 

４ 補助事業者は、補助金等の返還を命じられ、これを納期日までに納付しなかつたときは、納期

日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年10.95パーセントの割合で計算

した延滞金を府に納付しなければならない。 

５ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還を命じられた補助金等

の未納付額の一部が納付されたときは、その納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基

礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

６ 第１項の加算金及び第４項の延滞金の減免について、京都府延滞金等の徴収に関する条例（平

成23年京都府条例第29号）第５条に規定する規則で定める場合は、京都府延滞金等の徴収に関す

る条例施行規則（平成23年京都府規則第30号）第２条の規定にかかわらず、同条各号に掲げる場

合その他知事がやむを得ない事情があると認める場合とする。 

７ 補助事業者は、前項の減免を受けようとする場合には、減免の内容を記載した書面にその補助

金等の返還を遅延させないためとった措置及びその補助金等の返還を困難とする理由その他参考
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となるべき事項を記載した書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の経理等）  

第17条  補助事業者は、本事業に係る収支を記載した帳簿を備え付けるとともに、その証拠となる

書類を整備し、かつ、これらの書類を補助事業完了の翌年度から10年度間保存しなければならな

い。  

 

（事業完了後の状況報告）  

第18条 知事は、必要に応じて補助事業終了（一部完了を含む。）の翌年度から５年度間の事業化

の状況等について、別に通知する日までに補助事業者に提出させることができる。その場合の報

告内容については別に指示するものとする。  

 

(財産の管理及び処分) 

第19条 補助事業者は、補助事業が完了した後も補助事業により取得し、又は効用が増加した財産

(以下「取得財産」という。)について、取得財産管理台帳（第８号様式）を備え、その保管状況

を明らかにし、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその

効率的運用を図らなければならない。 

２ 規則第19条ただし書に規定する知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

(昭和40年大蔵省令第15号)に定める耐用年数又は交付決定の日から10年のいずれか短い期間と

し、同条第２号に規定する知事が別に定める取得財産は、取得価格又は効用の増加価格が50万円

以上のものとする。 

３ 補助事業者は、前項に定める期間内において、処分を制限された取得財産を補助金の目的に反

して使用し、又は処分しようとするときは、あらかじめ第７号様式による申請書を知事に提出

し、その承認を受けなければならない。 

４ 知事は、前項の規定により承認を受けた補助事業者に対し、当該承認に係る取得財産の処分に

より収入があったときは、その収入の全部又は一部を府に納付させることができるものとする。 

 

（その他）  

第20条 この要領に定めるもののほか、この要領の施行に関し必要な事項は、知事が別に定めるこ

とができる。  

 

 

附  則  

（施行期日）  

この要領は、令和４年３月25日から施行する。  

 

この要領は、令和４年９月20日から施行する。
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別表１（第７条関係） 

補助対象経費 

 補助対象者の府内の事業所において発生する経費で、知事が必要かつ適当と認める経費 

費目 説明等 

購入費 ・生産設備等の購入に要する経費 

・生産設備等に付属する備品類の購入経費も含む。 

設置費等 ・生産設備等を設置場所まで運搬する経費及び設置に係る経費 

その他知事が必要と

認める経費 

・上記に掲げるもののほか特に必要と認める経費（生産設備等の設置にあ

たり必要な外注加工費等） 

＜注意事項＞ 

 ○補助金交付申請額の算定段階において、公租公課（消費税及び地方消費税額等）は、補助対象

経費から除外して算定すること。 

○他の補助金、助成金等の交付を受けている経費は、補助対象とならない。 

 ○文房具などの一般事務用品等、汎用性のある消耗品の購入費は補助対象とならない。 

 ○経費の支払いにあたっては、金融機関等への振込（インターネットバンキング含む）に限り、

小切手払いや手形、現金払いによる領収書は認められない。 

○振込手数料、申請代行手数料等の各種手数料は補助対象とならない。なお、手数料を差し引い

て支払う場合（請求書に手数料負担について明記されている場合に限る。）には、差し引いた額

（税抜）が補助対象経費となる。 

 

 

別表２（第８条関係） 

 交付申請書（第１号様式）の添付資料 

○事業実施計画書（第１号様式別紙１） 

○経営力向上計画書（第１号様式別紙２） 

○事業費所要額調（第１号様式別紙３） 

○事業収支予算書（第１号様式別紙４） 

○口座振替依頼書（第７号様式） 

○見積書の写し（生産設備等の購入等に要する内容や必要個数等が記載され、消費税抜き金額が

明記されたもの） 

○産地組合等推薦書（※産地組合等及び産地組合等の組合員は不要） 

 

 

別表３（第 10条関係） 

 変更承認申請書（第３号様式）の添付資料 

 ○変更後の見積書の写し（生産設備等の購入等に要する内容や必要個数等が記載され、消費税抜

き金額が明記されたもの） 

 

 

別表４（第 12条関係） 

 実績報告書（第５号様式）の添付資料 

 ○事業結果報告書（第５号様式別紙１） 

 ○事業費精算書（第５号様式別紙２） 

 ○事業収支決算書（第５号様式別紙３） 

 ○事業完了を証明する帳票等 

  ・生産設備等の写真・画像 

  ・発注書又は契約書、納品書、請求書（請求明細が記載され、税抜き価格が明記されたもの） 

  ・金融機関等への振込が確認できる書類（申請者名義で振り込まれた振込依頼書等） 


